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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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連結経営指標等

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定にあた

り、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有する当社株式のうち、四半期連結貸借対照

表上自己株式として表示している、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株会支援信託ＥＳＯＰ」（以下

「ＥＳＯＰ信託」といいます。）の導入により同信託口が所有する当社株式については、普通株式の期中平均

株式数に含めております。「ＥＳＯＰ信託」の詳細については「第４ 経理の状況 １．四半期連結財務諸表

追加情報」に記載しております。

３．当社は、平成25年３月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割については、

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株

式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

第３四半期連結
累計期間

第14期
第３四半期連結

累計期間
第13期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 （千円） 2,703,403 2,795,609 3,617,011

経常利益 （千円） 825,290 994,252 1,048,249

四半期（当期）純利益 （千円） 453,312 557,616 578,727

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 494,985 645,187 624,341

純資産額 （千円） 4,803,801 5,030,543 4,944,293

総資産額 （千円） 7,525,686 7,945,700 8,029,206

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 44.89 54.65 57.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 44.53 52.93 56.35

自己資本比率 （％） 49.7 54.1 48.3

回次
第13期

第３四半期連結
会計期間

第14期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 12.54 19.75

２【事業の内容】
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当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについては、重要な変更はありません。

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策への期待感から、企業収益の改善が見ら

れるなど緩やかに回復しつつあるものの、今後予定されている消費税増税を控え、依然として先行きは不透明な状

況となっております。

当社グループを取り巻く環境を見ますと、2013年の倒産件数は１万332件と、前年比で7.2％の減少となり、4年

連続で前年を下回る結果となりました。これはリーマン・ショック後において最低の倒産件数であり、依然として

倒産は抑制されている状況にあります。（帝国データバンク調べ） 

このような環境の下、信用リスク保証サービスは引き続き堅調に推移いたしました。韓国の有力現地金融機関と

業務提携を行い、海外輸出債権の保証サービスを開始するなど、サービスラインナップの拡充を図ることで顧客ニ

ーズの充足に努めました。また、当社の契約関連事務及びデータ登録業務を受託する子会社を設立し、業務の効率

化を行うことで競争力強化及び収益力の向上を図りました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高 千円（前年同期比3.4％増加）、営業

利益 千円（前年同期比20.5％増加）、経常利益 千円（前年同期比20.5％増加）、四半期純利益

千円（前年同期比23.0％増加）となりました。

商品別の業績は次の通りであります。

①事業法人向け保証サービス

当該サービスに係る売上高は、2,702,095千円（前年同期比3.3％増加）となりました。

②金融法人向け保証サービス

当該サービスに係る売上高は、93,513千円（前年同期比6.3％増加）となりました。

(2）財政状態の分析

①資産の部

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて1.0％減少し、 千円となりま

した。 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて9.5％減少し、 千円となりました。これは、現金及び預金

が1,034,527千円減少したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて42.7％増加し、 千円となりました。これは、投資有価証券

が693,791千円増加したことなどによります。

②負債の部

負債合計は、前連結会計年度末に比べて5.5％減少し、 千円となりました。 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて3.9％減少し、 千円となりました。これは、前受金が

144,189千円、未払法人税等が100,617千円減少したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて21.1％減少し、 千円となりました。これは、長期借入金が

73,184千円減少したことなどによります。

③純資産の部

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.7％増加し、 千円となりました。これは、利益剰余金

が379,717千円増加したことなどによります。

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

2,795,609

979,727 994,252

557,616

7,945,700

6,094,858

1,850,842

2,915,156

2,685,014

230,142

5,030,543
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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①【株式の総数】

②【発行済株式】

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成26年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

（注）新株予約権の行使による増加であります。

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,680,000

計 15,680,000

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）

（平成25年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成26年２月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,236,200 10,236,200
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 10,236,200 10,236,200 － －

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成25年10月１日～

平成25年12月31日
15,200 10,236,200 3,420 1,451,874 3,420 861,874

（６）【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

（注） 「ＥＳＯＰ信託」の導入により日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有する当社株式

601,700株（議決権の数6,017個）は完全議決権株式（その他）に含めて表示しております。なお、当該株式は四

半期連結貸借対照表において自己株式として表示しております。

②【自己株式等】

（注）「ＥＳＯＰ信託」の導入により日本トラスティ・サービス信託銀行（信託口）が所有する当社株式601,700株は、

上記自己株式には含めておりません。

該当事項はありません。

（７）【議決権の状況】

平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,218,600 102,186
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

単元未満株式 普通株式 2,300 － －

発行済株式総数 10,221,000 － －

総株主の議決権 － 102,186 －

平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数

（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合（％）

イー・ギャランティ

株式会社

東京都港区赤坂

５－３－１
100 － 100 0.0

計 － 100 － 100 0.0

２【役員の状況】

6



１ 四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２ 監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,429,412 4,394,884

売掛金 39,620 23,991

前払費用 ※1  1,052,109 ※1  1,447,071

繰延税金資産 98,844 98,844

未収入金 57,094 23,777

その他 55,236 106,289

流動資産合計 6,732,317 6,094,858

固定資産

有形固定資産 21,269 93,869

無形固定資産 84,227 53,558

投資その他の資産

投資有価証券 845,973 1,539,764

その他 345,418 163,649

投資その他の資産合計 1,191,391 1,703,414

固定資産合計 1,296,889 1,850,842

資産合計 8,029,206 7,945,700

負債の部

流動負債

買掛金 34,682 15,970

1年内返済予定の長期借入金 55,640 80,984

未払法人税等 273,414 172,797

保証履行引当金 243,278 308,038

賞与引当金 89,000 45,720

前受金 ※2  1,964,875 ※2  1,820,686

その他 132,260 240,816

流動負債合計 2,793,151 2,685,014

固定負債

長期借入金 212,480 139,295

役員退職慰労引当金 77,661 90,722

その他 1,620 125

固定負債合計 291,762 230,142

負債合計 3,084,913 2,915,156

純資産の部

株主資本

資本金 1,436,034 1,451,874

資本剰余金 846,034 861,874

利益剰余金 1,873,623 2,253,341

自己株式 △278,692 △267,401

株主資本合計 3,877,000 4,299,689

新株予約権 38,744 19,959

少数株主持分 1,028,548 710,895

純資産合計 4,944,293 5,030,543

負債純資産合計 8,029,206 7,945,700
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

売上高 2,703,403 2,795,609

売上原価 946,907 798,297

売上総利益 1,756,496 1,997,312

販売費及び一般管理費 943,384 1,017,584

営業利益 813,112 979,727

営業外収益

受取利息 13,095 16,908

為替差益 441 888

営業外収益合計 13,536 17,796

営業外費用

支払利息 123 48

持分法による投資損失 1,234 3,222

営業外費用合計 1,357 3,271

経常利益 825,290 994,252

特別利益

新株予約権戻入益 － 18,785

特別利益合計 － 18,785

特別損失

本社移転損失 31,418 －

特別損失合計 31,418 －

税金等調整前四半期純利益 793,872 1,013,038

法人税等 298,886 367,850

少数株主損益調整前四半期純利益 494,985 645,187

少数株主利益 41,673 87,571

四半期純利益 453,312 557,616
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 494,985 645,187

四半期包括利益 494,985 645,187

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 453,312 557,616

少数株主に係る四半期包括利益 41,673 87,571
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(税金費用の計算)

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

(従業員持株会支援信託ＥＳＯＰ)

当社は、平成24年７月10日開催の取締役会において、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株会支援信託Ｅ

ＳＯＰ」（以下「ＥＳＯＰ信託」といいます。）の導入を決定し、同年７月31日に信託契約を締結いたしました。

当社は、従業員に対して業績向上のインセンティブを付与することにより、当社の株価や業績に対する従業員の

意識をより一層高めることで中長期的な企業価値の向上を図ることを目的として、本制度を導入いたしました。

ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）を参考に、従業員持株会と信託を組み合

わせることで、わが国の法令に準拠するように設計した従業員の株式保有を促進するスキームであります。

当社がイー・ギャランティ従業員持株会（以下「当社持株会」といいます。）に加入する従業員のうち一定の要

件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は今後一定期間にわたり当社持株会が取得すると見込まれる

数の当社株式を、予め定める取得期間内に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売

却します。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合に応じて金銭が

分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じた場合には、当社が負担いたします。

当社株式の取得及び処分については、当社と信託口は一体であるとする会計処理をしております。従って、信託

口が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに損益については四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結包括利益計算書に含めて計上しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日（平成25年12月31日）における自己株式数は、以下のとおりであります。

自己株式数 592,060株

うち当社所有自己株式数 160株

うち信託口所有当社株式数 591,900株

【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（追加情報）
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※１ 前払費用

主として当社が再保証委託先に支払う保証料（支払保証料）及び代理店に支払う紹介料（諸手数料）に係

わる前払相当額であります。

※２ 前受金

当社が保証契約先から受取る保証料に係わる前受相当額であります。

３ 偶発債務

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成25年12月31日）

売掛債権保証サービスに係る保証債務 千円

買取債権保証サービスに係る保証債務 千円

178,808,862

1,919,560

売掛債権保証サービスに係る保証債務 千円

買取債権保証サービスに係る保証債務 千円

189,247,360

5,691,748

当社は営業活動として保証契約先から売上債権の保証の

引受を行っており、上記売掛債権保証サービスに係る保証

債務は当社が提供している保証枠の金額を記載しておりま

す。買取債権保証サービスに係る保証債務は当社が実際に

引受けしている保証債務の残高を記載しております。

なお、これらに係る保証債務のうち、売掛債権保証サー

ビスに係る保証債務 千円、買取債権保証サー

ビスに係る保証債務 千円については、金融機関

等による保険及び保証によって補填されております。

158,591,554

1,919,560

当社は営業活動として保証契約先から売上債権の保証の

引受を行っており、上記売掛債権保証サービスに係る保証

債務は当社が提供している保証枠の金額を記載しておりま

す。買取債権保証サービスに係る保証債務は当社が実際に

引受けしている保証債務の残高を記載しております。

なお、これらに係る保証債務のうち、売掛債権保証サー

ビスに係る保証債務 千円、買取債権保証サー

ビスに係る保証債務 千円については、金融機関

等による保険及び保証によって補填されております。

164,078,023

5,691,748

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日

至 平成24年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日

至 平成25年12月31日）

減価償却費 千円42,698 千円42,913
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

配当金支払額

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

配当金支払額

（注）配当金の総額には、「ＥＳＯＰ信託」の信託口に対する配当金10,795千円を含んでおります。

前第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間（自

平成25年４月１日 至平成25年12月31日）

当社グループは報告セグメントが信用保証事業のみであるため、記載は省略しております。

当第３四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価と

の差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

有価証券は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

当社グループはクレジット・デフォルト・スワップ取引を行っていますが、債務保証に準じた処理を行ってい

るため、デリバティブ取引に関する注記として記載しておりません。

（株主資本等関係）

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日

定時株主総会
普通株式 126,195 25 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 177,898 17.5 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

(金融商品関係)

(有価証券関係)

（デリバティブ取引関係）
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

(注)１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有する当社株式のうち、四半期連結貸借対照表上自

己株式として表示している「ＥＳＯＰ信託」の導入により同信託口が所有する当社株式については、当第３四半期

連結累計期間の普通株式の期中平均株式数に含めております。

２．当社は、平成25年３月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割については、前

連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額を算定しております。

（１株当たり情報）

前第３四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日

至 平成24年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日

至 平成25年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭44 89 円 銭54 65

（算定上の基礎）

四半期純利益金額（千円） 453,312 557,616

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 453,312 557,616

普通株式の期中平均株式数（株） 10,098,354 10,203,206

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭44 53 円 銭52 93

（算定上の基礎）

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 81,826 332,411

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

― ―
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（業績目標コミットメント型ストック・オプション（新株予約権）の発行）

当社は平成25年12月27日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当社取

締役に対し、業績目標コミットメント型ストック・オプションとして新株予約権（以下、「本新株予約権」とい

う。）を発行することを決議し、平成26年１月14日に発行いたしました。

なお、平成25年12月27日開催の取締役会において決議した新株予約権の発行に関する具体的内容は以下のとおりで

す。

(重要な後発事象)

会社名 提出会社

付与日 平成26年１月14日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役５名

新株予約権の数 1,000個

株式の種類及び付与数
普通株式 100,000株

（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の発行価額 新株予約権１個当たり金3,500円

新株予約権の行使時の払込金額及び資本組入額

払込金額

１株当たり2,505円

資本組入額

１株当たり1,253円

新株予約権の行使による株式の発行価額の総額 250,500,000円

新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間(以下「行使

期間」という。)は、平成26年１月14日から平成31年１月

13日までとする。ただし、権利行使期間の最終日が当社

の休業日にあたるときはその前営業日を最終日とする。

新株予約権の行使の条件

①本新株予約権の新株予約権者(以下「本新株予約権

者」という。)は、当社が金融商品取引法に基づき提出す

る有価証券報告書に記載された連結損益計算書における

連結経常利益が20億円を超えた場合に本新株予約権を行

使することができる。

②本新株予約権者は、当社取締役の地位(以下「権利行

使資格」という。)を喪失した場合には、未行使の本新株

予約権を行使できなくなるものとする。但し、次の場合

はこの限りではない。

(ア) 任期満了により、取締役を退任する場合

(イ) 取締役を解任された場合(ただし、当社の就業

規則により懲戒解雇または諭旨退職の制裁を受けた

場合を除く)

(ウ) 任期途中で、取締役を退任した場合

③上記②の規定にかかわらず、本新株予約権者が死亡

した場合、本新株予約権者の相続人は、本新株予約権者

の死亡の日より１年間経過する日と行使期間満了日のい

ずれか早い方の日に至るまでに限り、本新株予約権者が

生存していれば行使できるはずであった本新株予約権を

行使できる。

④上記③に定める場合を除き、本新株予約権の相続に

よる継承は認めない。

⑤本新株予約権者は、本新株予約権の行使によって、

当社の発行済株式総数が当該時点における当社の発行可

能株式総数を超過することとなるとき、又は、当社の普

通株式に係る発行済種類株式総数が当該時点における当

社の普通株式に係る発行可能種類株式総数を超過するこ

ととなるときは、本新株予約権を行使することはできな

い。
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該当事項はありません。

２【その他】
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該当事項はありません。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイー・ギャラ

ンティ株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成

２５年１０月１日から平成２５年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成２５年４月１日から平成２５年

１２月３１日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結

包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、イー・ギャランティ株式会社及び連結子会社の平成２５年１２月３１

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成２６年２月６日

イー・ギャランティ株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士 松 村 浩 司 印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士 酒 井 博 康 印
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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（注） 上記のイー・ギャランティ株式会社九州支店は、法定の縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜のため縦覧

に供しております。

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成26年２月10日

【会社名】 イー・ギャランティ株式会社

【英訳名】 ｅＧｕａｒａｎｔｅｅ,Ｉｎｃ．

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 江 藤 公 則

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役 執行役員 経営管理部長 邨 井 望

【本店の所在の場所】 東京都港区赤坂五丁目３番１号

【縦覧に供する場所】 イー・ギャランティ株式会社 大阪支店 

（大阪市中央区久太郎町四丁目１番３号） 

イー・ギャランティ株式会社 名古屋支店

（名古屋市西区牛島町六番１号） 

イー・ギャランティ株式会社 九州支店 

（福岡市博多区博多駅前四丁目１番１号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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当社代表取締役社長江藤公則及び当社最高財務責任者邨井望は、当社の第14期第３四半期（自平成25年10月１日

至平成25年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いた

しました。

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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